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届けられたダイレク トメールの内容であるかもしれない。購入 した物は気 に入っているが、
販売員の対応が気に入 らないので次回からは別の会社の商品を買うといったことは容易に想
像出来 る。つ まり、商品やサービスに対する顧客の評価 とは、企業が意識的に提供する本質
的なモノやサービスの価値に対する評価に加え、企業 と顧客のコ ミュニケーション過程で必
然的に付加 されるサービス価値を含めた総合評価であると言 える。
この ようなコ ミュニケーション過程におけるサービ.スは、フロン トラインと呼ばれる様々
なコミュニケーションチャ.ネルにより提供 され る。近年、企業 と顧客のコミュニケーション
チャネル は多様化し、マルチチャネルを用いたサービ.スが一一般 的である。特に、インターネ
ットの急速な発展は顧客が情報を入手しやすい環境 を作 り、 さらに購買行動を多様化させ る
結果を招いただけでなく製品やサービスに対す る顧客期待水準 を飛躍的に高めた。このよう




ユニケーシ ョンチ ャネルの サー ビス品質管理 に対す る関心 も高 まって い る。
本稿 は、複 数 コ ミュニケー シ ョンチ ャネルで提供 され るサ ービス品質 マネジメ ン トのあ り
方 を探 る ことを最終的 な研 究成果 とす ることを命題 とし、 その研究途 中の分析 として コール
セ ンターを.対象 に した事例 分析 を行 う。
コール セ ンターを分 析対象 に した理 由は、WEBな どのバ ーチ ャル な コ ンタク トチ ャネル
と店 舗な どの リアル チ ャネル の中間 に位 置づ け られ、複数 チ ャネル を連結 す る機能 と して活
用 さ.れることが多 い。 よって コールセ ンタ・一におけ るサ ー ビス品質 マ ネジメ ン トにつ いて分
析す る事は最終的 に複数 チ ャネル間の ジナ ジー効果 を踏 まえたサー ビス品質 マネ ジメ ン トに
つ いて何 らかの解 を見 出 させ ると考 えたか らで ある。 また、現在、 ほ とん どの企業に コール
センターは存在す るが、その機 能や特性 につ いての学術 的研 究 はほ とん ど存在 しない。 また、
コール セ ンター設営 お よび運営 にか か るコス トも莫大 であ る。参 考 まで に紹介 す る と50席
規模 の コール セ ンター を設営 す るの にかか るコス トはシステム投資や設備 含 め1億 近 く、年
間運営 費用 はアウ トソー シ ングサ ービスを活 用 して も約2億 円近 くなる。 しか しなが ら、 コ
ール セ ンターサ ービスについて の顧 客評価 は大半 が 「電話 がつ なが りに くい」 などの ネ ガテ
ィブな もの が多い。
以上の背景 か ら企 業の財 務 インパ ク トも大 きいコールセ ンター含 め るフ ロン トライ ンチ ャ
ネルの精度 を引 き上 げ、競 争力貢献 す ることは重要 な経営 課題 の一つで ある と考 える。
本稿で は、最初 に先行研究 レビューを行 い概念整理 をflう。次 にコール セ ンター を対 象に
した事例 を提示 し、 その考察結 果 を踏 まえ コ ミュニ ケーシ ョンチ ャネル にお けるサー ビス品







しか しサービスとは、①無形であるために客観的評価が しづ らい、②生産 と消費が同時で
あるた.め品質の事前検証 が出来ない、③評価 した顧客 の1主観的視点に大 きく影響 される、
④顧客が事前入手 した情報量、 さらにその顧客が購入時に置かれた環境などの不確実な要素
も全体評価に影響する、 という特徴か ら管理および高品質サービスの実現は極めて難 しいと
認識 されている。こういった状況が背景 となりサービス品質に関する研究も急速に発展 して
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い る。 こうい った状況がF景 とな りサ ービス品質 に関す る研究 も急速 に発展 してい る。
そ もそ もサ ービスとは何で あ.るか とい う定義 につ いて整理す る。
「サ ービス とは、(顧客 に向けた〉活動 、行為 もしくはプロセスであ りそ して それ らは相互
作 用 を生 む もの であ る。」 とい う定 義 が多 くの先行研 究で支 持 され てい.る。(Solomonetal,
1985,Lovelock,1991,ZeithamlandBifier,2063,VargoandLusch,2004)。これ以外にHil1
(1977>は、 「サ ー ビ スは顧 客 お よ び 顧 客 が所 有 す る何 か の状 態 の 変 化 で あ る」 と し.、
Edvardsson(1997)は、 「サー ビスは広義 な概念の プロダク トの一・部 であ る」 とみ なす 。
以上 の先行研究が示す よ うにサ ービス とは顧客 との相 毎コ ミュニケー シ ョンにおいて何 ら
かの変 化 や価値 を与 えるもの であ ると され、その価値 を享受す る顧客 の事 前期待 を上 回 るこ
とがサ ービス品質 評価 を高め る要因 であ るとされ る。
Oliver(1980>は顧客満 足が形成 され る過程 は二段階 であ る とし、最初 に顧 客 は製 品やサ
ー ビス に対 して独 自の期待 を形成 し次 に実 際に提供 されたモ ノやサ ービスについ て事 前期待
.と比べ て評価 を下す として いる。 そ して 、その評価 が自分 の期待 を上 回る もので あれば満足
とな り、下 回 るもので あれば不満足 となる と主張す る。 さらにこの顧 客満足 体験 の累積 結果
が ロイヤル テ ィ形成 になる と論 じる。
SwanandCombs(1976>は、Oliverが提 唱す る理論 を発展 させ、企業が提供 す る有形 ・無
形の サ ービス属性 を顧客が支払 う対 価 に対 して当然受 け取 ると期待 す る 「本質サ ー ビス」 と
代価 に対 して当然ではないが あるに越 した ことは ない 「表層 サ ービス」 に区分 した。 そ して
本質 サー ビスがある最低許容水準 以下の レベルに達す る時、その満足 はゼロ以下 に(つ ま り、
マ イナスの満足=Dissatisficdon)にな るが、 その最低許容水準 以上 にその レベル をあげて も
満足度 は水平状態 とな り上昇 しな くな ると し、サ ー ビスには階層性 が あ りその区分 によ り顧
客満足へ の影響度 が異 なると論 じる。
さらに これ らサー ビス品質 と企:業構 造 との関係性 につ いての先行研 究 は主 にサ ー ビス ・マ
ネ ジメ ン ト分野で取 り上 げられ てい る。
Hesket(1994>は、顧客満足 、顧 客 ロイヤルテ ィ、Profitabilityには相 関性が ある とす るサ
ー ビス ・ブ ロフ ィッ トチェー ンの概念 を提唱 してい る。企業全体 の収益性 を高め るには顧 客
を満足 させ ロイヤル テ ィを高 め る事 が前提 とな るが、 その ために はその企 業で働 く従業 員満
足 度 を高 め、生産牲 や顧客 サー ビスについて従業 員が 自発 的に重視 す るよ うな企業 内部構 造
の充実化 が重要 で あると論 じて いる。
Teboul(2006>は、「サー ビス とは表 舞台の活動」 で ある としその表 舞台 には 「程度 の差 」
があ る と論 ず る。彼 が定義 す る表舞 台 とは販売 、マ ーケテ ィング、顧 客対応 を指 し裏 舞台 は
財 務、購買 、エ ンジニア、物流 、製造 と分類 してい る。 さらに程度 の差 こそ あれ どの機 能 も
全 てがサ ー ビスに携 わるこ とを指摘 し、表舞台 が重視 され る事業 モデル か否か によ りサ ービ
スの比重 が変 動す ると述べ る。重要 なのは事業 モデル に依存 して表 舞台 か裏舞台 の どち らか
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を重視 す るか を見極 め、 これ ら異 な る性質 を持つ機能 を連携性 と整合性 を持ちマ ネジメ ン ト
す るこ との重 要性 を主張 す る。
また、企業 と顧客 の コ ミュニ ケー シ ョン過程で実 際 にサ ー ビス を提供 するのは、 フロ ン ト
ラインと言 われ る様 々な コ ミュニケー シ ョンチ ャ.ネル で ある。 これ らチャネル を媒介 と し顧
客 との信頼 関係 をいかに構築 す るか とい う点でCRMが あ る。 これ までCRMは 広 い視点 で
論 じられて きたが、CRMと は顧 客価値 を引 き上 げ る ことで企 業収益 を最大 化す るための総
.
合 的マ ネー ジメン トア プローチで ある とい う見 解 が支 持 され 始めつつ あ る。(AdrianPayne,
PennieFrow,2003)
マネ ージ.メン トアプ ローチ と してのCRM成 功 の重要 な要素 に 「マル チチ ャネル統合 プ ロ
セス」 があ る(FriedmanandFurey1999;Funk2002;Kraft2000;SudharshanandSanchez
1998;Wagner2000>。顧 客 に素 晴 ら しい経験 を もた らす フ ロ ン トラインチ ャネル を形成 す る
には、企業 全体 システム に異 なる複 数チ ャネル を組 み込みバ ラツキ無 い水準 を実現す る統 合
管理 が必要 で あると されて いる。 しか しなが ら、欧米 諸国の研究 において も本概 念 はまだ新
しい分野 であ り抽.象的 な レベルに とどまってい るの が実情 で ある。
2-2,サ ービス品質 についての概念整理
以⊥、サービス品質に関する先行研究を概観 したが、それ らのほとんどが産業 もしくは事
業会社単位で研究されており、最終的にサービス提供するフロン トラインの品質研究分析対
象は 「コミュニケーシ ョンチャネル」 としてまとめ られ 「コールセンター」やIWEB」な
どのチャネル単位で分析 されるケースが多い。




















ーが存在 し、かつそのコールセンター機能と企業のコアバ リューを生み1「fi'すバ リューチェー
ン上の活動の結合度が高い場合、そのコールセンターが提供するサービス品質は全体品質に
強い影響を与えると考えられる。
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合せ、③貨物の移動状況 と配達証明 、④ その他問合せおよびご意見、となっている。このコ
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3-1.コ ール セ ンタ ー に対 す る顧 客 期 待
企業 お よび コールセ ンター事業者 がコ ール セ ンターサー ビス品質 を議論 す る場合、電 話 に
出 たオペ レーターの対応 や応 答率(入 電 した件数 に対 して接続で きた件数 の割合)な どが頻
繁 に取 り上 げ られ る。
しか し、2006年度の コール セ ンター専門 誌 によ る調査 〔2;では、 「オペ レーターに求 めたい
ことは何 か?」 とい う設閥 に対 し、調査対 象4業 種共 通 して 「転送や保留の無 い対応」 を求
め る とい う結果 になってい る、
この.ような傾 向はRichardA.Feinberg,KodeRuyterandCherieKeen(2000>らのコール セン
ター満足 度決 定要因 に関す る先行研 究 において も提示 されて お り、彼 らの結 果に よる とコー
ルセンター利 用者が その サービスを満足 と思 うファクターの うち一 次解 決率 といわれ るファクタ






OPに 求め たい こと (n=300;
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図4コ ールセンターにおける満足度と重要変数の相関
Mean NCorrelation
Averagespeedofanswer(seconds)〈平均 応 答 時 間(秒)〉 60 164 一 〇74**
Percentofcallsclosedonfirstcontact〈一 次 解 決 率 〉 77 134 一 〇.31'
Averageabandonment<平均 放 棄 率>
Averagetalkhme(mmutites><平均 通 話 時 間(分)>
Adherencetoschedule<充足 率>
Averageworktimeaftercall(minutes)<平均 後 処 理 時 間(分)>
Percentageofcallsblocked<口乎損 率>
Averagetimebeforeabadonment(seconds)<平均 放 棄 時 間(秒)>
Averagacallsperagentshift<10Pあた り の 平 均 応 答 件 数>
Callcentercallsperyear<年間 処 理 件 数>
TSRturnover<TSR退 職 率>
ServIceLeveI<サー ビ ス レ ベ ル>


























せずに電話に胡たオペレーターが解決 した件数の割合である 「エスカレーション率」 をサー
ビス品質管理指標の一部 として活用す る場合 が多い。この 「エスカレーション」 と言われる
転送対rが 発生する大 きな要因は、「企業の意図」 と 「顧客の意図」が乖離 しギャップが生
じさらにそれがコールセンター内で解決出来 ない場合に発生する。この意図の乖離が起 きる
理由はまず大きく2つある。
ひ とつは、企業のビジネス構造自体が顧客の期待 を充足できない 「構造ギャップ」である。
さらにこの 「構造ギャップ」は2つ に分類 され、 つ 目は事業構造自体が顧客ニーズに合致
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しない場合、そ してもうひ とつはオペ レーション構造が顧客期待に合致 しない場合で ある。
例 えば、顧客がクレジッ トカー ドでの支払いを希望 したにも関わらずクレジッ1・カー ド決済
機能が存在 しないという場合である。
もうひとつ要因はr運 用ギャップ」である。構造自体はターゲッ トの顧客ニーズに適合 し
ているが、実行されるオペ レーシ ョン活動 と顧客期待の乖離が生 じる場合である。つ まり、
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一般的にコールセ ンターは 「顧客が問合せする窓口」として認知 されているが、実際は単
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なる問合せ窓 口機能 だ けで は な く、「注 文受発注」 などの取引 プ ロセスを担 うコール セ ン タ
ー もあ る。 コール セ ンターは 「イ ンフォ メー シ ョンサ ー ビス」 としての役 割 と 「情報処理 サ
ービス」 の二つの役割 を持 ち、個 別機能 として存 在す るコールセ ンターもあれば二つの機 能
を並存 させ るコール セ ンター もあ る。
2006年コール セ ンター白書(4}によ ると代表 約業 界別の顧 客 の コール セ ンター利用 目的 は
図6の ような状況 になってい る。















































































































出典=コ ール セ ン ター 白書2GO6
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2つ目は、PCテクニカルサポー トセンターなど顧客の問題に対 して適切なソリ3シ ョ
ンを提供する問題解決型センターである。 このセンターの存在はユニークである。
例 えばPCサ ポー トは顧客にとって代価に含まれる本質機能であ り当然のサービスである。
また、顧客の関心は製品自体やその使i方 に関する情報を得ることであり、その情報提供機
能がコールセンターである撚 性脚:暁 また・蝶 側に してみれば鰍 限コス トを欄 し







コー ルセ ンター に電話 す る前 φ.WEB情報活 用状 況(n=300)














出典1コ7ル セ ン ター 白書2006
しかし実際には、図7の 調査結果が示すようにWEBサ イ トの情報では解決出来ず コール
センターにサポー トを求める場合 が多い。顧客にとってはどんな.手段であれPCサ ポー トを
受ける事が目的であるので、顧客がコールセンターにサポー トを求め た瞬間に企業の意図に
反してコールセンターサービ.ス水準は重要なものになる。つまり、問題解決型のコールセン






報や これか ら利用 しようとするサービスや機能 についての一般情報 を提供す る機能である。
このようなタイプのコールセンターに対する顧客サービスの関心は、顧客がこれからしよう
とする行動を効率化 させ る情報が適切に提供されることであり、提供 され るサービスは事前
評価の一部 となる。 よってこのようなコールセンターに対する顧客の事前期待は前述 した
2つの タイブに比べて高 くないと想定 されるが、.電話窓口で解決するオペ レーターとのや り
とりにおける経験は、企業イメージやその後の購買決定に少なか らず影響 を..与えると考える。
本調査対象にはなっていないが、昨今、流通業.界も積極的にコールセンターを導入 してい














次に、コアバ リューを生み出すバ リs'チ ェーン活動 と密接に連携 しかつ顧客が重要視す
る購買プロセスのメインチャネルとなる機能を本質機能、他チャネルの補完的な役割を果た
し付加価値 を提供する魅力機能 とチャネルを分類 した.一ヒで コールセンター利用状況より、
①取引プロセス型、②問題解決型、③情報提供型の3つ に分類 した。そしてその分類ごとに
コールセンターが果たす役割および顧客の関..与のポイン トが異なることが窺えた。




企業コ ミュニケーシ ョン ・チャネルにおけるサービス品質管理の可能性
重みは異なる。




以上の考 えを踏 ま え企業 コ ミュニ ケー シ ョンチェネル を図6の よ うに分類 し、 それぞれ に
つ いてのサ ービス品質管理 におけ る.可能性 を提示 したい と思 う.

















コ アValueとの結 合度 低
まずフロントラインチャネルのサービス品質定義 をするには2つ の重要な視点が必要 とな
ると考 える。
一つ 目は、自社のコアバ リューを生み出す活動に直結 して機能であるかどうかである。二
つ 目が、顧客購買行動の関与度である。
①の取引プロセス型は、企業のコアコンピタンスを支 え価値 を提供するチャネルであると
同時に顧客はそのチャネルが提供する価値を重要視す る。 よってその価値の具体的内容 と手
順 を明確 にし、実現するための組織環境作 りに積極投資すべきである。具体的には、人的リ
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とヵミ重要 となるであろう。仮に企業がWEB活 用を顧客に求めるな らば、WEB情報の精度
や検索機能の充実化またWEB利 用促進に注力 し、コールセンターはバ ックアップ機能と し
て意識的に存在させるなどの施策立案と実行に注力すべきである。
③の情報提供型は、企業のコアバ リューを顧客に体感 してもらうことを支援する役割で あ
る。 よって企業のインフォメーションカウンター的な位置づけとして好感度の高いイメージ
を打 ち出す機能となるべ く接客サービス品質に力点 を置 くべきである。このような機能は顧
客のイ.メー ジをいい方向に最大化 し、後に続 く実際のサービスを引き立てる機能 として存在
す る。よってマーケティング的な視点を意識 し、高い接客能力 を持つ資源を積極的に取 り込
み活用するべきであると考 える。そういった意味で コールセンター人材を専門的に育成 し人
的供給するアウ トソーシングサービスなどを取 り入れコス トとサービス品質のバ ランスを保
つ事 も可能であると思われる。
以上、コールセンターを分析対象とした考察結果より企業コミュニケーションチャネルの
サービス品質管理についての.可能性 を提示 したが、本稿で提示 した内容が他のチャネル品質
管理などにも効果的であるかどうかについては さらなる検証および調査の余地があることは
認識 している。
また顧客の関与度 をサービス品質の変数として取 り入れるとすると、nな 外部環境変化
で変わる消費者購買行動変化により各チャネル重要度は変化 し続けると考える。
よって、今後の研究活動ではマルチチャネルサー ビスpRに おいて永続的に活用出来 る
何 らかの方法論 を一般化 させ ることを最終 目標に今後 も引き続 き研究活動を進 めたいと考
える。
【注 】
〔!iフェデ ックス 社HPよ り紹 介
〔z;コンピ ュ ー ター テ レフ ォニ ー編 集部 発 行 『コ ール セ ンタ ー 白a2006』の調 査 デ ー タ と して 発表 され て い る。
(3;本研 究 結 果 に つ し}ては 筆 者の 修 士 論文 で 詳 し く説 明 され て 吟 る.
(a;脚注(2)と 同 じ
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